
　２１世紀が始まる少し前の時期に起こった情報
のデジタル化の急激な進展は，２０世紀に発展し
維持されてきた経済社会をさらに飛躍的に発展
させ，多くの産業に新しい次元の発展もたらす
ものとして大きく期待されてきた。しかし実際
にその時代に突入し，それぞれの分野の産業の
仕組みが構造的な変化を起し始めると，そのよ
うな発展がもたらされる一方で，予測されな
かった問題がつぎつぎに浮上した。なかでも IT

時代の先頭に立っていたメディア産業では，新
しい時代のイニシアティブをとるべく，グロー
バルな巨大メディア資本が活発な動きを見せ始
めたが，これらの変革は彼らにとって改革その
ものに要する費用やその投資効果の判断といっ
た従来の経営判断の域を超えた，多面的な判断
を必要とするものとなった。この時期にはレ
コード産業もさまざまな難題に直面するように
なったが，それはメディア産業の他の分野の産
業よりも早期に起こり，より深刻なものといっ
ても過言ではなかった。
　日本でもレコード産業は，進もうとしていた
方向の転換を余儀なくされる事態が生じた。そ
れは日本に進出していた外資のメジャー・レ
コード会社にとっては，明治末期以来，２０世紀
を通しての約１００年という長い時間をかけて仕掛
けてきた，日本という市場への種々の攻勢の結
果として得たものが，ほとんど意味を失うほど
の変革となった。いっぽうの国内資本のレコー
ド会社にとっても深刻な事態を呼び，経営に破
綻をきたすところも相次いで現れ，淘汰が進む

ことにもなった。長い期間音楽文化を牽引して
きたレコード会社のこのような不振は，音楽文
化のあり方にも影響を及ぼす事態として憂慮さ
れるものとなった。本論ではIT時代に日本のレ
コード産業が直面せざるを得なくなったこのよ
うな難局について，その実態を確認していきな
がら，今後日本のレコード産業はどのように推
移していくのか，そして日本の音楽産業がこう
した深刻な事態から抜け出すために産業はどう
あるべきかということについて，産業とその周
辺に起こりつつある新しい動きを見据えつつ考
えてみることにしたい。

１．　変革の渦に巻き込まれた世界のメ
ジャー企業

　まずグローバルな動きをみることにしよう。
世界のメディア産業の変革の動きのなかで，日
本にも早くから勢力を及ぼしてきたレコード産
業のメジャーと呼ばれる多国籍企業も，２０世紀
が終わる頃から多くの難題に直面することに
なった。そして彼らにとっては何とも厄介なこ
とは，彼らにふりかかるそれらの問題は自らの
意思や判断で解決することが難しくなり，彼ら
を抱き込んだグローバルなメディア・コングロ
マリットの指示や決定に，従わなければならな
いことのほうが圧倒的に多くなったことだった。
この時期の彼らの動向のなかで，特徴的なもの
のひとつにメジャー・レーベル同士の統合の動
きがあった。たとえば２０世紀の終了の間際に，
MCA，ポリグラムが統合されてユニバーサル・
ミュージックが誕生したことは業界内外から注
目を浴びた。じつはこれもレコード会社の自ら
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の意志と判断でそうなったものではない。カナ
ダの大手食品産業であるシーグラムという資本
が，音楽だけではなく映画やテーマパークと
いった分野を含めての，総合エンタテイメント
のコングロマリットの成立を狙うなかで，この
２つのメジャーなレコード会社を買収し，その
折にそれを統合したのである。この買収に際し
てシーグラムは ITの時代＝２１世紀に向かって，
多量のコンテンツの保有とその一元的・有機的
な管理こそ肝要と公言しており，そこにはネッ
トワークというメディアを使う音楽配信という
新たな事業への取組みが，レーベル統合の大き
な目的として挙げられていた。しかし必ずしも
それは買収された側のレコード会社の経営者た
ちが選択した方向ではなかった。
　また結果的には認可はされなかったものの，
この時期にはワーナーと EMIの統合も実現の
寸前までに至った。それはすでにアメリカ最大
のネットワークのインフラを持つ AOLとの合
併を実現する直前の時期に，ワーナー・レコー
ドの親会社であるワーナー・グループが，音楽
配信の時代の到来に際して，音楽のコンテンツ
の質と量をできるだけ充実させようという意思
のもとに仕掛けた動きであり，これもレコード
会社同士の意思で行われようとしたものではな
い。
　さらに時系列的にはさかのぼるが，ドイツに
本拠を置く出版を中核とする情報・エンタテイ
ンメントの総合メディア企業である BMG（ベ
ルテルスマン・ミュージック・グループ）の動
きもあった。すでにアリオラ，アリスタなどの
有力レーベルを持ち，レコード産業に参入して
いた BMGは，１９８６年に GE（ゼネラル・エレ
クトリック）社が保有していた，アメリカ RCA

の音楽部門の株式の７５％を取得，それまで自ら
保有していた２５％と併せて，世界のメジャー
RCAレコードの全株式を取得した。これにより
BMGは名門 RCAの持つ幅広いジャンルに及ぶ

音楽制作機能と，長年に蓄積された音楽アーカ
イブの使用権を獲得し，目前に迫ったデジタル
時代の到来に備え，持ち前の出版事業に加えて
音楽・映像も視野に入れたコンテンツの強化を
実現したのである。
　このような動きについてはレコード産業だけ
に視点を据えれば，彼らが合弁のマスコミ発表
の際に表明していたように，直前まではライバ
ルだったメジャー同士が予想されるデジタル時
代のサバイバル戦争を生き残るための戦略とし
て，統合の道を選んだというようにも見えた。
しかし実際にはそれは巨大資本のIT企業が，世
界的規模の企業の形成をもくろんで，映像や音
楽のコンテンツを手中に納めようとする動きに，
レコード企業が巻き込まれるという構図だった。
それは２０世紀の当初の産業の誕生の時点から，
電子機器産業の資本１）のもとにあったメ
ジャー・レコード会社が，IT産業の資本に組み
込まれるという大きな変化でもあった。このよ
うな変化は外資メジャーの日本法人が市場を支
配する日本のレコード産業に，大きな影響を及
ぼしたことはいうまでもない。
　しかしこのような巨大資本のもくろみも，め
まぐるしい事業環境の変化のために，さほど時
間が経過しない時期に，早くもその筋書を変更
せざるを得ない状況に追い込まれた。特に音楽
の分野ではそれが他の事業分野より早くはっき
りと現れた。その直接的な要因として大きく働
いたのが，音楽のメディアの変革に伴う音楽の
制作と流通に起こった，想定外の事態の進展で
あった。

２．　前進から混迷へ～変更を余儀なくされ
た青写真

IT時代の到来に伴う事業の変革のなかで，音
楽をユーザーに届ける媒体の変化として，従来
のパッケージメディアである CDから，非パッ
ケージメディアであるネット配信への移行は，
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レコード会社を手中に収めたすべてのITのコン
グロマリットがその計画に織り込み済みであり，
しかも早期に実現すると見込んでいたものだっ
た。しかしそれは予想外のつまずきに見舞われ
た。２１世紀に入る前後のころから，アメリカで
も日本でも「有料の音楽ネット配信事業が苦戦」
というニュースがしばしば報道されるように
なった。例えば２００１年に，米 AOLタイム・
ワーナー，英 EMI，独ベルテルスマンの大手３
社が合弁ではじめた，音楽有料配信会社
「ミュージックネット」も，推定の加入者は
２００２年の中半でも，まだ４万人程度に止まっ
た。これは最盛期には約８,０００万人に達したとさ
れる，無料の音楽ソフト交換サイトのナップス
ターの足元にも及ばなかった。このような音楽
有料配信事業の不振はナップスターのような音
楽交換サイトが「ネット上の音楽は無料で自由
に利用できるという」意識を浸透させてしまっ
た影響ということがしばしば指摘された。ナッ
プスターは既存のレコード産業とのかかわりを
まったく持たない，外部からの参入者である。
日本でも外資系メジャーを含む大手のレコード
会社が参加している，ネット上の２つのポータ
ルサイト，「アークスター」と「レーベルゲー
ト」の稼動が不振で，楽曲の有料ダウンロード
の実績が期待したほどにはあがらない状態が続
いた。このようなネット配信事業の苦戦は，こ
の事業への取組みを大きな戦略に掲げて統合や，
その後の事業の構築を進めてきた総合IT多国籍
企業の目算を大きく狂わせたといえる。ユニ
バーサルをシーグラムから買収した，フランス
のビベンディも，新興ネット企業が老舗メディ
アを飲み込んだ“世紀の合併”で生まれた AOL

タイム・ワーナーも，コンテンツとメディアの
事業としての融合が思うように進展せず苦境に
陥っていると報道された。もし音楽の配信事業
が立上げの当初から順調に推移していたら，両
社ともそれほどまでの苦境には追い込まれな

かったことだろう。
　さらにレコード産業には，音楽配信事業の不
振と並行してもうひとつ深刻な計算違いの問題
が浮上した。２００２年６月アメリカ・ワシントン
で開かれた IFPI（国際レコード製作者連盟）２）

の総会及び理事会は，例年になく危機感にあふ
れるものだった。そこでの会議で問題となった
のは，世界のレコード市場が２０００年以来２年連
続して縮小し，特に２００１年は前年を８％も下
回ったことである。なかでも世界最大の市場で
あるアメリカで５％のダウン，第２位の市場で
ある日本では１０％以上もダウンした。
　１９９９年からの３年間で約１,０００億円もレコード
市場が収縮し，さらにその後も不振が続いた日
本では，その理由がいろいろ取り沙汰された。
レコード産業側は当初から，インターネットで
ユーザーのあいだで行われている無料の音楽
ソースの交換の出現を，最大の理由にあげてき
た。しかしそれまではそのようなレコード産業
の言い分は，額面通りには受け止められてはい
なかった。それも理由のひとつではあるが，少
子化によるレコードの購買層である若年層の減
少，ゲーム・携帯電話などの伸長による若者の
音楽離れ，さらには最近の歌手やポピュラー音
楽＝ J-POPの質の低下などに，理由を求める論
調のほうが多かった。しかしレコード市場の縮
小現象が，世界の主要国での共通のものとなり，
国別の特殊事情よりもインターネットの影響を
世界共通の最大の理由にあげるレコード産業側
の見解に，誰も異論を挟みにくくなった。ここ
に問題となっている CD市場の不振は，音楽配
信事業が順調に立ち上がっていないこともある
が，それ以前に CD市場はレコード産業の現状
を支えているまさに基盤そのものであり，レ
コード産業にとっては非常に深刻なものとなっ
た。
　このような事態を生むことになった原因は直
接的には確かに，インターネットでユーザーの
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あいだで行われている無料の音楽ソースの交換
を促進した，ナップスターに代表されるソフト
提供者であるという見方が成り立った。しかし
その前提にあるのは，音楽が収納されている
CDというパッケージが，パソコンにも搭載さ
れている CDのコピー機能でその中身の音楽が
コピーされ，さらにそれがネットを通じたり，
ディスクの交換というかたちで，ユーザーの間
でやりとりされるという事態である。そしてそ
れをお膳立てしたのは，パソコンやコピーマ
シーンをユーザーに提供するハードメーカーで
ある。CD の再生が可能でそのうえコピーでき
るということは，パソコンの持つ多くの機能の
なかでも魅力的なものだ。
　このように世界のレコード産業は CDの市場
の不振と，本来ならばそれを補う役割を果たす
はずの有料の音楽配信の伸び悩みという，ダブ
ルパンチを食らうことになった。このことは世
界のメジャーと呼ばれるレコード産業を買収し
た，総合IT情報産業の青写真にも狂いを生じさ
せることになった。

３．　音楽コンテンツを見限りはじめた IT
情報産業

　このような音楽ビジネスを取り巻く目算の狂
いに直面した総合IT情報産業は，獲得したばか
りの音楽コンテンツの制作を生業とするレコー
ド会社を保有することに，疑問を抱き始めた。
メジャーと呼ばれるレコード会社自体も，それ
までのように資本力にものを言わせて，中小の
レーベルを買収したり，スター・アーティスト
を他社から引き抜いたりして業容を拡大すると
いう方向を修正せざるを得なくなった。本来の
目的であったはずの売上と市場シェアの拡大は，
リストラによる事業の効率化することによる利
益の確保ということに置き換えざるを得なく
なった。そしてそこでは長らく保有し続けてき
たレコード会社，あるいは手中に収めたばかり

のレコード会社を売却し，音楽事業から撤退す
る巨大資本の動きが連鎖的に始まった。
　なかでも世間を驚かせたのは，カナダのシー
グラムの行動だった。ユニバーサル・ミュー
ジック・ジャパンが設立された２０００年，ユニ
バーサル・ミュージックの親会社＝カナダの
シーグラムは，高額で買収したばかりのユニ
バーサル・ミュージックとユニバーサル・スタ
ジオを，早くもフランスのコングロマリットで
あるビベンディに売却してしまった。それは９８
年にユニバーサル映画と MCAレコードを，９９
年にポリグラムを買収してからわずかな時間し
か経過していなかった。この売却劇については
いろいろなことが取り沙汰されたが，シーグラ
ムが早くも音楽や映画というコンテンツ・ビジ
ネスの将来に，見切りをつけたという見方が強
かった。メディアの変革で世界的な市場の縮小
に歯止めがかからない音楽ビジネスに，早くも
失望したということである。
　また２００４年７月にはソニーと BMGというメ
ジャー同志の統合が発表された。これは一旦は
レコード・ビジネスへの参入を果たした BMG

というドイツのメディア産業が，コンテンツと
しての音楽を扱う事業への読み違いと失望によ
り，レコード・ビジネスの継続を断念したこと
を意味するものであった。BMG本社は Sony 
Music Entertainmentと合併され，SONY BMG 
MUSIC ENTERTAINMENTが生まれた。この
ときの新聞報道には「独ベルテルスマンは収益
変動の激しい音楽事業をソニーと統合したあと，
比較的安定している書籍・雑誌出版や民放テレ
ビなどに投資・経営を集中する見通し」とあり，
資本の引き上げまではしないがレコード会社を
中心とする音楽事業の経営からは事実上撤退し，
ソニーに委譲するということを意味するもので
あった。しかし大方の予想通りその直後，BMG

は経営のみならず資本からも撤退し，社名から
BMGの名称は消え，Sony Music Entertainment
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が残ることとなった３）。２００９年４月には日本に
おいてもBMG JAPANは，ソニー・ミュージッ
ク・エンタテインメントに吸収された。独ベル
テルスマンが RCAのレコード部門を買収しレ
コード・ビジネスに参入したのは，１９８６年のこ
とだったが，その２０年後にはそれを見限る結果
となった。
　さらに２００３年になるとワーナー・グループに
も変化が起こった。ワーナー・グループが音楽
部門であるワーナー・ミュージックをエド
ガー・ブロンフマン・ジュニア４）が率いるグ
ループ・ファンドに売却したのである。これに
よりワーナー・ミュージックは名前としては
“ワーナー”を名乗っているが，実質的には
ワーナー・グループを離れることになった。そ
して２００４年になると今度は，２０００年にカナダの
シーグラムからユニバーサル・グループを買っ
た，フランスのビベンディがユニバーサル映画
とユニバーサル・スタジオを，NBCとの合弁と
いうかたちで手放した。ビベンディの手中には
ユニバーサル・レコードのみが残ることになっ
たが，それはビベンディがレコード事業に意欲
を持っているためとは言い切れなかった。
　さらに加えて，２００７年には，EMIも，英国の
投資ファンドであるテラ・ファーマ（Terra 
Firma）の買収案を受け入れた。EMIは２００３年
のワーナー・ミュージック売却の際は，買い手
としてブロンフマン・ジュニアのグループと
競ったが， ４年後には逆に買われる立場になっ
た。２０１１年２月には，買収資金をテラ・ファー
マに融資した，米金融大手のシティ・グループ
に全株式が売却され，EMIの経営はシティ・グ
ループが掌握することとなった。そしてついに，
２０１１年１１月，EMIは，音楽出版部門をソニー・
アメリカをはじめとする出資グループに，そし
てレコード事業部門をビベンディの保有するユ
ニバーサル・ミュージックに売り渡すこととな
り，レコード会社としてのEMIの名前が消える

こととなった。長年に渡りメジャーの一角であ
り続けた，名門EMIさえも消滅するという事態
が生じたのである。この買収について日本の報
道では，ソニーがEMIの音楽出版部門を買収し
たことにより楽曲版権数世界首位となったこと
が強調されていた。しかしユニバーサル・
ミュージックによる EMIレコード事業部門の
吸収により，世界のレコード産業のメジャー
は，ユニバーサル，ソニー，ワーナーの３社と
いう状況になったことも見過せない。２０１０年２
月１５日付のロイターの報道によれば，そもそも
EMIの音楽出版部門とレコード事業部門の分割
案は，訴訟にまで発展したテラ・ファーマとシ
ティ・グループの関係悪化の中で，テラ・
ファーマにより既に検討されていたのである。
両者の関係悪化の原因とは，テラ・ファーマに
よる買収後の，世界金融危機と，大規模なリス
トラなど，その運営方針に反発した有力ミュー
ジシャンの相次ぐ離脱による，EMIの急速な業
績悪化であった。
　このような事実からわかるように，IT時代が
訪れてからは，映画，テレビ，テーマパークな
どのコンテンツ産業と同様に，レコード産業に
も，総合メディア産業の覇者を狙う情報コング
ロマリットから引く手あまたの触手が伸び，メ
ジャー・レコード産業は統合されつつ，一旦は
その傘下に引き込まれたが，そこにとどまって
いたのは予想外の非常に短い期間に終わること
になった。それは情報コングロマリットにとっ
て，音楽のアーカイブを持ったり，作って売っ
たりする事業はもはや魅力あるビジネスではな
くなったと彼らが判断した結果といえる。しか
しその結果生じた現象としては，レコード会社
の経営が再びレコード会社独自の自主経営に戻
る方向にあるということだ。今回３社に集約さ
れた世界のレコード産業のメジャー，ユニバー
サル，ソニー，ワーナーの状況からはそのこと
が読み取れる。
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４．　制作と流通の分業の進行～機能が衰え
たコンテンツ“メーカー”のメカニズ
ム

　ところで，これまで見てきたようなIT時代に
なってからのレコード産業の不振と混迷を，CD

の売上の大幅な減少と，その減少をカバーする
はずの音楽配信の売上の伸び悩みがその原因，
としてすませてしまうのは早計だろう。他の分
野のコンテンツ産業の状況と比べてみるとそれ
が分かる。２００９年１０月１２日付の日本経済新聞に
「書籍配信の大波，日本にも。出版業界に分業化
の号砲」と題する記事が載った。それは米国ア
マゾン・ドットコムの電子書籍端末「キンドル」
の，この１０月からの日本上陸を報じたものだが，
そこには「いよいよ出版産業でも，コンテンツ
の製作事業と，それを表示・配信するインフラ
事業との分業が進む」との記述がみられる。１５
世紀に活版印刷技術がグーテンベルクにより発
明されて以降，これまでの５００年間に発達してき
た出版産業は，本の中味である著作＝コンテン
ツ，その印刷と製本，そして小売店への流通ま
で，同一産業内でのいわば自己完結型モデルで
事業が行われてきたが，電子出版が本格化すれ
ば出版産業の仕事は，著作というコンテンツを
作るだけとなり，印刷・製本は不要となり，流
通はインターネットのプラットフォーム業者の
手に移行する。それをこの日経新聞の記事は
「出版業界に分業化の号砲」と書いたのである。
　新聞産業でもこれに似た変化が起こりつつあ
る。新聞産業ではインターネットが出現した当
初から，従来のビジネスのかたちである新聞社
が記事や評論を準備し，紙に印刷し，それを販
売店を通して宅配する，という事業ベースが崩
されるのではないかとの危惧を持ったが，それ
が徐々に現実のものとなりつつある。そこには
ジャーナリズムのあり方の変革が起こり，それ
が我々の社会生活・文化生活に大きな変化をも

たらすということが指摘されている。
　このような分業が最も早い時期に起こり，そ
れが急激に進んだのがレコード産業である。レ
コード産業における制作，製造，流通という機
能の分業の進行は，この産業が今日のような混
迷を深めるに至った根源的な要因となっている。
なぜそういえるのか。レコード産業でもこれま
で基本的には録音を含む音楽制作，ディスクの
製造，ディスクの販売を，個々の企業のなかの
業務として，他の産業に依存することなく自己
完結型で行われてきた。これらの業務はいずれ
も外注すればその対価を支払わなければならな
いものだが，それを自社で行うことで，それぞ
れの業務の過程でコストを上回る利益をレコー
ド会社で確保することができた。製造利益，流
通利益と呼ばれるものである。その意味でレ
コード会社は物を作り，それを販売する“メー
カー”であった。これらの利益はディスクの売
上げという収入によって確保されてきた。それ
は従来レコード会社が物つくりから販売＝流通
までを，一貫して行ってきたからできたことだ。
しかし，音楽をインターネットやモバイルを通
してデータとして販売するようになると，まず
ディスクの製造利益が消滅する。そして流通利
益も１曲あたりの販売価格の低下，さらには販
売価格ゼロ円＝無料化の進行により激減した。
そしてレコード会社は，音楽配信の進行により，
その減少した流通利益を確保することさえでき
なくなり，アップルやモバイル企業など WEB

のプラットフォームを有する企業に，その大部
分を譲らなければならなくなった。しかもその
際の販売価格の決定も相手の要求に応じなけれ
ばならない立場となり，価格の決定権さえ失っ
たのである。その結果は上記のような販売価格
の大幅な下降が起こりさらに収益が減少した。
　このような状況の変化はレコード会社の生命
線であるヒット曲作り，あるいはスター・アー
ティスト作りのシステムに大きな狂いを生じさ

26 広島経済大学経済研究論集　第３４巻第４号



せた。映画やゲームがそうであるように，音楽
のビジネスも市場に出すすべての楽曲やアー
ティストがヒットし，ビッグアーティストとな
るわけではない。１０曲のうちの１曲，１０人のう
ちの１人が成功するいっぽうで，それ以外の９
曲， ９人は失敗して消えていく。それでもレ
コード会社がビジネスを継続できるのは，成功
した１曲あるいは１人から得られた利益が，失
敗に終わった９曲， ９人の損失をカバーし，次
に作り出される新しい１０曲，１０人の新人アー
ティスト制作費，宣伝費，販売費に充てられる
からである。このようなサイクルを回してレ
コード会社はビジネスを続けきた。しかしそれ
が機能の分業化による利益の激減によって困難
になってしまった。その意味でそれはレコード
産業にとって“分業”というような生易しいも
のはなく“分断”と呼ぶべきものであろう。
　このように出版産業，新聞産業に起こりつつ
あることが，レコード会社にはすでに先行して
進行していた。インターネットに代表される IT

時代の新しい非パッケージ型メディアの登場
で，これらのアナログ時代からのコンテンツ産
業では，従来まで保有していた制作，製造，販
売の機能をそのままのかたちで保有できなく
なったり，失ったりすることになり，そこから
得ていた利益の喪失によってそれまでの事業の
メカニズムが狂ってしまった。それは産業とし
ての成立ちだけでなく，ジャーナリズムや文化
のあり方にも重大な影響を及ぼしているという
ことは，すでに多方面から指摘されている通り
である。

５．　プロフェショナルの退却と音楽の質の
変化

　レコード産業がこのような憂うべき状況に
陥ったことによって，音楽文化はどのような影
響を受けているのか。よくいわれることにレ
コード産業が立ち行かなくなっても，ユーザー

は少しも困らない。好きな音楽はインターネッ
トからはいつでも聴けるし，しかもそれは従来
よりも多様化し，安価になり，無料のものも多
くなって，むしろ喜ぶべき状況になったという
ようなことだ。またそれはアーティストにとっ
ても望ましいことで，レコード産業の束縛から
逃れ，自分のやりたい音楽を自由に作り，それ
をネット上でいつでも簡単にユーザーに提供す
ることができる環境が整った，という声も聞か
れる。
　しかしこのようなインターネット賛美論とも
いうべき論調は，本当にそれに同調してよいも
のかについては疑問の声も多く出ている。ここ
での問題のひとつは音楽の創造やその広がりに，
それぞれの長い間に産業内に蓄積された，プロ
フェッショナルの経験や力を使わなくてよいの
か，という問題であろう。「歌は世につれ，世は
歌につれ」とよくいわれる。我々の生活と音楽
はこのように密接な関係にあるのだが，２０世紀
を通して「歌」を制作してきたのは，この世紀
に発展を続けたレコード会社であり，その中心
にいたのはレコード会社に所属し，あるいは密
接な繋がりを持つ音楽制作や音楽ビジネスのプ
ロ集団である。そこには歌手やバンドがおり，
コンポーザーやアレンジャーがおり，指揮者・
演奏家がおり，録音エンジニアがおり，さらに
はプロモーター，営業マン，デザイナーなどが
いた。彼らはレコード会社の内外でその音楽ビ
ジネスに直接的・間接的にかかわってきた。こ
れらの人々はすべてそれぞれの分野のプロ
フェッショナルだ。彼らはプロフェショナルと
なるために研鑽を積み，経験を積み，競争を勝
ち抜いてきている。そのようなプロフェッショ
ナルが集まり，感性やスキルやアイデアを出し
合い，ぶつけ合うことによって，完成度が高く
質のよい音楽が生まれ，ユーザーのもとに届け
られてきた。そのような場と資金を提供してき
たのがレコード会社である。そしてそこで生ま
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れた多く曲が名曲として「世」に広がり，日本
の音楽文化を形成してきたのである。
　しかし音楽制作テクノロジーの進化に伴う制
作ツールの廉価化，インターネットによるメ
ディア発信機能の進化は，アマチュアやセミプ
ロによる音楽の制作とその発信の機会の拡大を
もたらした。音楽制作にかかわるアマチュアや
セミプロの増加は，日本の音楽文化の拡張とい
う意味において，歓迎されるべきことかも知れ
ない。だがそれはプロフェッショナルが存在し
なくてもよいということと同義ではない。そも
そもこうした音楽制作機会が拡大したのは，テ
クノロジーの進化と廉価化のみが原因ではない。
プロフェッショナルが持つ音楽制作技能が有形
無形にアマチュアの活動に影響を及ぼしている
ことを忘れてはならない。プロフェッショナル
の世界とは完全に一線を画して音楽を制作して
いる人々もいるが，プロフェッショナルへの憧
れとその影響のもとに，音楽を製作し続けてい
るアマチュアやセミプロがいることも確かなこ
とである。つまりプロフェッショナルが創りだ
してきた音楽が，彼らの制作動機や音楽そのも
のに多大な影響を与えている。またネット上の
楽曲の中には，オリジナルな作品だけではなく，
プロフェッショナルの音楽の模倣や引用など，
いわば２次制作作品が多いことにも留意すべき
である。このようにプロフェッショナルの音楽
がアマチュアをも含めた音楽文化の拡大にも貢
献していることを忘れてはならない。もちろん
アマチュアが作る音楽に優れたものが少ないと
決めつけているわけではない。しかし少なくと
も２０世紀の音楽市場の発展と音楽文化の隆盛を
支えてきたのは，産業内のプロフェッショナル
たちではなかったのか。
　これまでみてきたような，レコード会社の環
境悪化に伴う経営不振は，レコード会社がこの
ようなプロフェッショナル集団であることを難
しくしている。多くのプロフェッショナルがレ

コード会社を去らなくてはならない状況が生ま
れてしまった。これと同様のことは新聞・放送
などのジャーナリズムや出版でも起こりつつあ
るのではないか。インターネット時代の到来で
だれもが情報を発信できるようになった，そし
てニュースや小説が無料で手に入るようになっ
た，安く買えるようになったと喜んでいると，
アマチュアが得た生の情報をそのまま伝えただ
けのニュース，プロのジャーナリストの取材や
調査の裏付けや，掘り下げのないニュースが
ネット上に蔓延する一方で，今まで当然のよう
に入手できた念密な取材による，検証された質
の高いニュースの入手が難しくなる要素が生ま
れていることは否めない。

６．　エレクトロニクス帝国の崩壊とネット
帝国の誕生

　これまで述べたようにレコード会社が不振に
陥り疲弊さえしているといわれるのは，世界の
メジャーと呼ばれてきた多国籍レコード会社の
不振と疲弊と言い換えることもできるだろう。
日本でも世界のメジャー・レコード会社の日本
のレコード産業のなかでの存在感・影響力は，
IT時代が進行するとともに低下しているといえ
る。これは前述のようにレコード会社の制作機
能の弱体化に加えて，流通機能が低下している
ことも大きく影響している。それはこれまでメ
ジャーが圧倒的な力を保有していたコンテンツ
の流通を，寡占的に牛耳るようになった，アメ
リカ生まれのインターネットのフラットフォー
ム企業の出現によるものである。メディアの変
革がその契機になったことはいうまでもない。
そのなかでも検索サービスのグーグルやヤフー，
SNS（ソシアル・ネットワーク・サービス）の
フェイスブックやツイッター，書籍検索・販売
のアマゾンなどは，それぞれの分野で独占的な
力を持つが，音楽のプラットフォームでは，楽
曲検索・販売のアップルと，動画の投稿サイト
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のユーチューブ５）がその中核を占める。そして
これらアメリカ生まれの企業は，多くの国でそ
れぞれの国のプラットフォームを寄せ付けず，
圧倒的なアクセス度数を誇り高収益を上げてい
る。日本もその例外ではない。
　このようなアメリカのプラットフォームが大
きな影響力を持つようになり，日本へもアメリ
カで作られた報道・教養番組，映画・ゲームな
どの娯楽番組，そして商品・イベントなどの各
種情報，さらには音楽や音楽映像など幅広いコ
ンテンツが，大量に流れ込んできた。なかでも
音楽分野では iPodという魅力的な携帯端末と広
いジャンルのコンテンツを擁して上陸してきた
アップルは，世界の他の国々でもそうであるよ
うに日本でもユーザーの圧倒的な支持を得た。
また動画投稿サイトであるユーチューブには，
多くの音楽ビデオが投稿され多くのファンを惹
きつけた。ある時期からは欧米のメジャー・レ
コード会社が，自社の作品がユーザーによって
違法に投稿されることへの防衛手段もあって，
ユーチューブと契約を結び，自社のビデオ・ク
リップを流すようにもなり，音楽ファンのユー
チューブへのアクセスはさらに増加した。
　このようにこれらのアメリカのプラット
フォーム企業が仲介するサイトからは，世界中
のコンテンツが配給されているが，実質的には
アメリカ製のコンテンツの比率が高いといわれ
る。そしてそれは各国の文化に影響を与えてい
るはずであり，日本でも同様の事態が起こって
いる。このような状況は「ネット帝国の誕生」，
あるいは「ネット帝国主義」とも呼ばれるよう
になった。岸博幸はこの「ネット帝国主義」を
従来の文化帝国主義とは異なるタイプの帝国主
義の出現と捉えて，その影響の大きさを問題と
し警告を発している６）。このような指摘では，
ネット上のサービスやそれにかかわる企業はそ
れぞれの機能別に， ３つのレイヤーに分類して
議論されている。すなわち，①インフラ・レイ

ヤー（NTT，ケーブルテレビ事業者などの通信
サービス業者），②プラットフォーム・レイ
ヤー（グーグルなどの検索サービス，ツイッ
ターなどの SNS，ユーチューブなどの動画サー
ビス，アマゾンやアップルなど販売サービス業
者）③コンテンツ・レイヤー（新聞社，出版社，
レコード会社，映画会社，ゲーム会社などコン
テンツ制作会社など）端末に分類されるとする。
　そしてこの３つのなかでは②プラットフォー
ム・レイヤーに属するネット企業が，他のレイ
ヤーに属する企業に比べて大きな収益をあげて
いる。しかもそこで収益をあげているのは，各
分野で世界中からアクセスを集めている限られ
た数の独占的企業，すなわち前述のグーグル，
ヤフー，フェイスブック，ツイッター，ユー
チューブ，アマゾン，アップルなどである。彼
らの収益はアマゾン，アップルなとの有料販売
サイト以外は，スポンサー企業の広告から上げ
られている。それは従来は新聞，雑誌，テレビ
などのマスコミ産業，上記の３つのレイヤーの
なかでは，③コンテンツ・レイヤーに属する企
業に支払われていたものだ。広告は占有率の高
いところに集中するので，限られた数のサイト
がますます収益を上げやすくなり，特定のサイ
トへの集中度はますます高まっている。そして
その特定のサイトはグーグルもユーチューブも
アップルも，いずれもアメリカの企業であるた
め，何かにつけてアメリカからの情報や文化が，
世界中に広がることになる。そのためアメリカ
の情報や文化に他の地域が影響を受けやすく
なってきた。そこにはアメリカの「ネット帝国
主義」がと呼ぶべき事態が生まれているという
わけである。
　この「ネット帝国主義」は，「マルチメディ
ア帝国主義」７）が，さらに一歩進んだ段階でその
考察が生まれたということができる。９０年代半
ばには，目前に迫った IT時代にメディア事業
に参画し成功するためには，コンテンツ企業を
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持つことが不可欠なこととされ，そこに向かっ
ての M&Aが展開されようとしていた時期で
あったが，その後の進展のなかではこれまで何
回も触れたように，コンテンツ産業の立つ位置
と状況が大きく変化した。すなわち「マルチメ
ディア帝国主義」が論じていたのは，多国籍型
の情報・メディア産業が「インフラストラク
チャー」，「プラットフォーム」，「コンテンツ」
の３つの事業領域の企業を集約し，文字通りマ
ルチメディアの事業に踏み出そうとした時期の
動向であり，特にコンテンツ領域を出自とする
タイム・ワーナー，ディズニー，バイアコム，
ニューズ・コーポレーションなどが主導してい
た。そのためインフラやプラットフォーム事業
までも獲得したこれらのアメリカのコンテンツ
企業の力が強大となり，そこに新しいかたちの
帝国主義的な作用が働き始めることを指摘し問
題視したものであった。しかしこの状況はコン
テンツの価値の低下という方向に進み，変わっ
てプラットフォーム事業者が強い力を持つよう
になり，そこに「ネット帝国主義」が論じられ
るような事態が生まれたのである。それは音楽
産業にも波及し，日本のレコード会社，そして
レコード会社が主導してきた音楽文化のあり方
に，大きな問題を生ずることになった。
　しかしこのような「マルチメディア帝国主義」
の出現が２０世紀末の９０年代のほんの短い時期に
杞憂されたのは事実だが，２１世紀になって音楽
をはじめとするコンテンツの流通が，プラット
フォーム・レイヤーに属する企業に集中してし
まった「ネット帝国の誕生」，あるいは「ネッ
ト帝国主義の出現」と呼ばれる状況は，２０世紀
に長く続いた「エレクトロニクス帝国」の崩壊
の後に，あるいは「エレクトロニクス帝国主義」
の終焉に続いて生まれたもの，と言うほうが適
切であろう。レコード産業は１９世紀末から２０世
紀初頭にかけて誕生し発展を始めたが，そのス
タートは蓄音器産業と対をなすものとして生ま

れたものである８）。その後その蓄音器製造企業の
多くが，ラジオやテレビの出現とともに家電企
業に発展し，さらに放送局をも巻き込んで，２０
世紀はエレクトロニクス企業の繁栄の時代とな
り，多くのエレクトロニクス企業が世界規模で
発展していったのである。そのようななかでレ
コード産業は，そのようなエレクトロニクス企
業の資本のもとで，ソフトの生産・販売の役割
を果たしながら発展していった。しかし２１世紀
になってIT時代の到来とともに，エレクトロニ
クスの時代は急速に終焉に向かった。その意味
で「ネット帝国の誕生」に際しては「エレクト
ロニクス帝国の崩壊」があったとするのである。

７．　これからの音楽産業

　これまでに本論では，世界的なメディア企業
やIT企業の動向に翻弄され，音楽産業が急激な
資本と産業構造の変化に巻き込まれたことに
よって，レコード産業が２０世紀を通して築いて
きたビジネスモデルが危機に晒されるように
なったことを，いろいろな観点から検証してき
た。そこでは新たな音楽を生み出す制作への再
投資の基盤＝仕組みが崩壊してしまったこと，
アメリカ資本のプラットフォーム事業の進出に
より，流通による収益確保も危うくなってし
まったことなど，多くの問題が生じたことが確
認された。このことはこれまで発展してきたレ
コード産業が，その存在をそのものが危ういと
いう状態という見方さえされるほどの危機とも
いえる。
　しかしこれまでのレコード産業が担ってきた，
有能なミュージシャンを発見し，良質な音楽を
企画制作し，それを世に広めるという，音楽文
化の創造の中核ともいうべき役割をこれまでの
ようにレコード産業が担うとすれば，そこには
いかなる条件が必要とされるのか，そしてどの
ような手立てをもってそれを果たしていくのか。
それは非常に難かしいテーマであり，多くの課
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題をクリアすることが不可欠となるだろう。こ
こではそのなかから，①音楽の多様性の保持，
②産業の構造変化への対応，③流通の確保，と
いう３つの重要な課題について考えを巡らせて，
本論の結びとしたい。

７．１　音楽の多様性の保持に向けて
CDパッケージの急激な売り上げの減少，次
世代の音楽ビジネスの中核となると期待されて
いた音楽配信事業による売り上げが，CDパッ
ケージの減少をカバーするほどには伸びないう
えに，音楽配信から得られるはずだった収益も，
流通プラットフォームに奪われてしまったこと
による，レコード会社の収益の低下と経営悪化
については繰り返し述べたとおりである。そし
てこの時期に音楽産業に起こっていた深刻な問
題は，これまでプロフェッショナルの集団とし
てのレコード産業が築いてきた，多くのミュー
ジシャンを発見・育成し，良質の音楽を制作し，
それを世に送り出し広める，そして音楽により
得られた収益が，音楽それ自身のために再投資
される，というサイクルとそのダイナミズムと
いう音楽産業の原動力が低下し始めたことに
あった。
　日本の音楽市場は長い歴史のなかで，１９８６年
から１９９８年の１３年間は最も成長が著しかった。
この間に音楽ソフトの総生産額は，２,９８９億円か
ら６,０７５億円と，ほぼ２倍に拡大し急成長を遂げ
た。特に９０年代の中半から後半には，宇多田ヒ
カルのアルバム「ファースト・ラブ」の８００万
枚を筆頭に，いわゆるミリオンセラーのアルバ
ム・シングルが毎年数十タイトルずつ出現する
という，それ以前の音楽産業にはなかった現象
が生じた。この時期はタイアップ，メディア
ミックス，そして多額の宣伝資金の投入といっ
た，これまでにはなかった新しいマーケティン
グが音楽の販売に取り入れられ，メガヒットが
続出したのである。しかしこのようなメガヒッ

トの時代の進行のなかでは，音楽産業はいくつ
かの過ちを犯していた。そのひとつがビッグス
ターへの集中のあまりに，中堅アーティストが
ないがしろにされ，新人アーティストの発掘・
養成にブレーキがかかるようになったことであ
る。即効性が高く効率のよいメガヒット戦略が
ビジネスの主流となる一方で，数万枚から数十
万枚のヒット曲を生み出す中堅アーティストへ
の投資が減少する９）ようになり，メジャー・レ
コード会社からデビューする新人アーティスト
数も減少していった。中堅アーティストの軽
視，そして新人アーティストの過度の絞り込み
は，音楽の多様性とその発展の可能性を狭め，
業界の新陳代謝ともいうべきアーティストの世
代交代を鈍らせた。その結果として生じたのが
本来的に音楽市場を支えるべき存在である従来
からの音楽ファン層と，これからの音楽ファン
である若者から，多様な音楽を聴取するという
楽しみと経験を奪ってしまった。
　これは音楽産業にとって深刻な問題だった。
なぜなら，音楽産業も含めた文化産業において，
それが生み出す商品は，消費財であると共に文
化財でもあるという２面性を持っている。優れ
た音楽の多様性は，より多くの消費者を魅了す
るとともに，音楽が単に刹那的な楽しみとして
消費されるだけでなく，音楽を核とする周辺文
化（例えば，ミュージシャンについて人々が語
る「物語」や，音楽と時代というイメージの共
有）の隆盛や，他の文化領域への影響（例えば，
文学で音楽が語られること）などを生み出して
きた要因でもあった。そしてそうしたことが，
消費財としての音楽に，消費財であること以上
の魅力を与えるとともに，消費財としての音楽
の売上をのばしてきた。さらにこうした産業内
での多数のビジネスチャンスや活気に惹かれ，
あるいは優れた音楽とそれが生み出す文化の創
造に憧れ，多くの才能がミュージシャンとし
て，あるいは音楽産業のスタッフとしての職を
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求め，プロフェッショナルとして育ってきた。
またそのようなプロフェッショナルに憧れ，新
たな人材が結集するという循環が生まれ，日本
の音楽産業は発展してきた。見方を変えればこ
うした循環を維持するために，音楽産業は収益
を生み出すかどうか予測の付き難い，多様な音
楽を世に送り出すという，高いリスクを常に
負ってきたともいえる。
　その後２１世紀に入って間もなくこのような新
人アーティストの絞込みの行き過ぎに気がつい
たレコード産業は，ユーザーの多様化に対応す
るという方向性を取り戻し，デビューさせる新
人の数は増加傾向にあり，また旧譜の再発売を
含むとはいえ，新譜タイトル数も増加してきて
いる。またレコード会社の安定経営，つまり少
数のスター・アーティスト頼みという収益構造
の不安定さを避けるという狙いで，中堅アー
ティストに対する投資は回復してきている。そ
してこれからは音楽業界のダイナミズムを維持
するために，従来のような多様な音楽を宣伝・
販売するという高いリスクを，逆風の中にある
音楽産業がどのように背負っていくのか，とい
うことが課題となる。

７．２　音楽産業の構造変化への対応

　２１世紀に入る頃から，エイベックス，ソニー
ミュージック，ビクターエンタテインメントと
いった大手レコード会社は，急激に縮小した音
楽市場という現実に，レコード＝ CDという音
楽の複製販売を収益の柱とするビジネスモデル
では，もはや事業は成り立たないとの経営判断
のもとに，そこからの転換を志向するように
なった。これまでレコード会社にとっては周辺
事業とみなし，系列関連企業や外部企業に委ね
ていた，アーティスト・マネージメント，ライ
ブコンサート，ミュージシャン関連グッズの製
造・販売，ファッション，出版事業等，に参入
するようになった。それはレコードの製造・販

売に専念してきた生業から，アーティストが生
み出すあらゆる収入を自社へ取り込もうとする，
ビジネスの転換である。そしてこの新しいモデ
ルへの転換が，音楽制作の新しい状況を生み出
しつつある１０）。
　このようなレコード会社のビジネスの戦略変
更は，レコード会社が従来まではプロダクショ
ンや音楽出版社の守備範囲だった事業領域に進
出することであった。しかしそれと同時にプロ
ダクションや音楽出版社の側も，レコード会社
の守備範囲だった音楽の制作への参加にさらに
力を注ぐようになった。インディーズと呼ばれ
る小規模の音源制作・販売のユニットも増加の
一途をたどった。このような流れは音楽制作か
ら宣伝機能までを内包した均質的な制作ユニッ
トの増加という現象を生んでいる。もちろんこ
のような現象はインターネットの進展というイ
ンフラが，後押ししていることも明らかだ。
ネット上にのみ存在するユニットも多数存在す
る。
　このような業界の構造変化の中では，メガ
ヒットの時代にメジャー・レコード会社が擁し
ていたような，分業を前提とした各分野の専門
家１１）は，規模を縮小する傾向のメジャーではそ
の数を減少しつつある。そして彼らのなかには
レコード会社の周辺に生まれつつある小規模な
制作ユニットに参加するものも少なくない。そ
こで彼らに要求されるのは，いままでの分業体
制のなかで自分が担っていた分野だけではなく，
一人で何役もできる能力を身につけているプロ
デューサーとしての働きである。それは分業体
制のなかでの大規模な予算で行う仕事ではなく，
低コストで行う仕事への対応でもある。このよ
うな変化のなかで音楽産業では仕事の効率性を
高めながら，プロフェッショナルな技量の低減
を最小限に食い止める努力が生まれつつあるこ
とを意味している。そしてそこから得られる人
的効率性が，音楽制作機会の増加につながって
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いくことが期待される。また前述のような均質
的な制作ユニットが機能するようになれば，音
楽制作の現場の制作環境規模や様態が似通って
くることに繋がり，制作規模や会社の違いに関
係なく，解決するべき課題も共有しやくすなる
状況が生まれてくるだろう。ライバルとして競
いあうと同時に，現場間の交流を実際の場で，
あるいはネット上で設定し，今まで現場のアイ
デアや情報を交換することで，プロフェッショ
ナルとしての技量を高め，業界全体のレベル
アップを図るような，新しいかたちの人的交流
が起こりうる。ただしこうした新しいプロ
フェッショナルが，その技量を備え育むための
安定した雇用を確保できなければ，長年音楽産
業がその中に蓄積してきた，プロフェッショナ
ルのノウハウを喪失しかねない。さらに一歩間
違えば，少人数での業務の負担増によるプロ
フェッショナルの消耗につながり，人員削減の
口実をあたえてしまうことにもなりかねない。
つまり新たなプロフェッショナルの参入機会を
阻む危険性を孕んでもいることにも留意すべき
である。

７．３　流通利益の流出を取り戻す手立て

　音楽をはじめとするコンテンツの流通とそこ
から生まれる利益が，前述のようにプラット
フォーム・レイヤーに属する企業に集中してし
まったネット帝国の出現とも呼ぶべき状況には，
今後どのように対応していくのか。出来上がっ
てしまったそのような巨大な流通プラット
フォームとは，今後どのように向き合うべきな
のか。これらについて考えてみる。岸博幸は日
本の音楽産業の流通プラットフォームに対する
対応策として，襖ネットを含む情報とコンテン
ツのあらゆる流通経路の中で新たな流通独占を
作り出し，失った超過利潤を少しでも取り戻す
か，あるいは鴬流通独占を取り戻すのは諦め，
流通はプラットフォーム・レイヤーのネット企

業に依存するという決断をした上で，ネット企
業との間での適正な収益の配分を追求するべき，
という提案をしている１２）。日本の音楽産業は，
流通プラットフォームの問題に関しては，どち
らかと言えば，鴬の方策を消極的に選択してい
るようにみえる。その理由としては，日本にお
いては，依然として CDパッケージが音楽販売
の主力商品であり，音楽配信の売上が伸び悩ん
でいるということがあげられる。また少なくと
もこれまでは日本の音楽通信の売上の多くは携
帯電話に配信される音楽であり，国内メ
ジャー・レコード会社の共同出資会社レコチェ
クがその中核にある。しかし日本の音楽産業に
は，音楽配信を CDパッケージと比較して考え
た場合，収益が得られるビジネスモデルとして
みることは将来とも難いという見方も根強く，
音楽販売の将来の主力として積極的に音楽配信
に投資することに懐疑的であることも否めない。
日本のレコード会社は比較的早い時期に，ソ
ニー・ミュージックエンターテインメントの主
導のもとに，主力各社の出資により音楽配信の
取り扱いを目指す，「レーベルゲート」１３）を立ち
上げたにもかかわらず，アップルをはじめとす
るアメリカの攻勢をまともに受けるなかで，望
むような成果があげられていないこともある。
　しかし将来アメリカの音楽市場のように CD

売上がさらに減少し，音楽配信が音楽販売の主
力という状況が生まれるとすれば，流通利益を
日本の音楽産業が奪還することはさらに困難と
なるであろう。流通プラットフォームの寡占化
がさらに進行した場合，将来的にさらなる価格
引き下げ要請に対処しなければならなくなるこ
とも考えられる。さらに音楽配信サービスその
ものの状況も，現在もなお流動的である。日本
の携帯電話への音楽配信市場が比較的安定して
いるとはいえ，携帯電話機の主流は従来のいわ
ゆるガラパゴス携帯からスマートフォンへと移
行している。スマートフォンでは，通常の音楽
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配信サービスによる音楽の利用が可能であり，
従来の携帯電話の音楽配信サービス，レコチョ
ク１４）の，着うた，着うたフルによる，携帯電話
向け音楽配信の流通の優位は崩れはじめる兆候
も出ている。アップルの ITMSに続き２０１１年に
は，アマゾンが日本での音楽配信事業を開始し，
続いてグーグルが日本の音楽配信市場への参入
を表明した。アップルの ITMSの新しいサービ
ス，そしてこれらの巨大IT産業の音楽配信の基
本的な戦略は，保有する巨大なクラウドを武器
に，ユーザーの音楽データ自体をユーザー環境
ではなくクラウド側に保持することで，様々な
携帯ツールからアクセスが可能となる。そうな
れば様々なシーンで音楽聴取が可能となり，ま
た単品販売から継続的かつ固定的な収益が望め
る音楽聴取の年間契約というような，音楽配信
戦略も浮上するかもしれない。
　デジタルの音楽聴取環境はまだ発展途上にあ
り必ずしも成熟したものではない。さらに音楽
配信の限定された大型企業への集中が進む兆候
もあるが，新規参入の余地はまだ残されている
状況にある。それゆえ日本サイド，なかでも音
楽産業の側からの新たなアプローチを検討する
ことが急がれる。それでは具体的にそのような
流通プラットフォームはどのように構築するべ
きだろうか。それはアメリカIT企業の音楽配信
プラットフォームと対抗できるような特色，魅
力とユーザビリティを備えた音楽配信の流通プ
ラットフォームを，日本の音楽産業の総力をあ
げて構築することに尽きるのではないか。現実
的な方策としては，レーベルゲートで蓄積して
きた音楽配信のノウハウを活用しながら，レー
ベルゲートの抜本的な変更を図ることに取り組
むという方法がある。まずはレーベルゲートが，
期待したほどの成果をあげていないということ
の反省から出発すべきである。
　音楽配信サービスの成功ポイントとして，「カ
タログ数が豊富」，「価格に値頃感がある」「ユー

ザーにとって使いやすい DRM（Digital Right 
Management，デジタル著作権保護機能）を採
用している」の３つがあるといわれるが，この
点からみたレーベルゲートの問題点は，アメリ
カの有力音楽配信と比較した場合，①２０分の１
のカタログ数，②２倍以上の価格，③使いにく
く厳しいDRM，という問題があると津田大介は
指摘している１５）。また携帯電話向け音楽配信で
ある「着うた」に関しては，精魂込めて作られ
たアーティストの作品が短く切り取られること
への違和感，AMラジオ並の音質の楽曲を「音
楽」として捉えて聴いている状態が，今後の音
楽制作環境に好影響を及ぼすのかという点に懸
念を表明しながらも，携帯電話のコンテンツが
「使い捨て」という前提においては，そのユーザ
ビリティには一定の評価を与えている。日本独
自で発展した携帯電話での音楽配信サービスは，
音楽の売上に寄与した点，CDパッケージのサ
ンプラーの役割を果たす点，音楽を気軽な消費
を促進する点が，利点として挙げられるが，前
述した音楽産業のダイナミズムには寄与しない
のではないだろうか。その意味において音楽配
信の主軸は，あくまでも音楽のダウンロード販
売に置かれるべきである。
　現在のネットユーザーは，アマゾン，Yahoo，
楽天といったネット上のユーザーの利便性につ
いて良く考えられ，統一されたフォーマットに
よる，わかりやすく，膨大な商品数とその商品
の周辺情報を容易に検索可能なデータベースを
利用し，様々な支払手段で物品を購入すること
が日常となっている。重要なことは買いたいも
のがあって，その商品について知りたいことが
あれば，そこに行けば全て済ませることができ
る場所とサービスの提供である。レコード会社
の音楽配信も各社の HPと，レーベルゲートの
２本立てという現在の状況から，音楽配信の主
軸をレーベルゲートに一本化するとともに，小
資本でも参加を可能としインディーズレーベル
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にも参加を呼びかける。そしてそこでは各社が
独自で行なっていた，アーティストの情報提供
や宣伝などは，全てレーベルゲートに用意した
統一化されたフォーマットの中で柔軟に行える
ようにする。またアーティストのライブ情報，
グッズや書籍も販売可能にするなど，コンテン
ツ側からの新しい宣伝戦略を行うためのフォー
マット，つまり音楽産業のビジネス展開のため
の共通プラットフォームを用意する。廃盤や旧
譜はレーベルゲートのみで販売するというよう
な，販売形態の多様化を実現するなど，他の流
通プラットフォームとは差異化された独自戦略
を打ち出せるようにする。つまりレーベルゲー
トを日本の音楽の総合サイトとして再生し，音
楽販売の戦略拠点ともなるような流通プラット
フォームとして，確立すべきではないだろうか。
　もちろんある時期から原盤権保有者がレコー
ド会社の外にも分散してしまった日本において
は，音楽配信の楽曲数を増やすためには，原盤
権保有者との根気のある交渉を続けなければな
らない。また現実的な資金の問題や共同出資ゆ
えの利害調整や，コピーガードに対する考え方
の違いなど，日本の音楽産業独自の流通プラッ
トフォームの確立が難しい事情は山のように存
在する。しかしその困難を打破しなければ，既
存の流通プラットフォームと対抗するという可
能性は望めない。そしてこうした困難を乗り越
えていかなければ，今後もつぎつぎに打ち出さ
れるであろう欧米からの攻勢に，さらなる困難
に直面する可能性は高まるだろう。

注

１）　レコード会社はその誕生の時点から，蓄音器の
製造・販売会社と一体であった。その後電気蓄音
器の発明に伴い，レコード会社は親会社にエレク
トロニクスのメーカーや放送局を持つことが多く
なった。それは２０世紀を通して欧米でも日本でも
同様だった。

２）　IFPI（国際レコード製作者連盟）は，RIAA ＝米
国レコード協会も，RIAJ ＝日本レコード協会も参

加している世界各国のレコード事業者団体の上部
組織。

 ３）　ソニーが BMGを買収したことは，世界の洋楽
市場で長年にわたってライバルだったCBSコロム
ビア・レーベルとRCAレーベルが，ソニーという
レーベルに集約されてしまう事態が生じたことを
意味する。洋楽ファンにとっては感慨無量の出来
事といえる。

 ４）　エドガー・ブロンフマン・ジュニアは，カナダ
の酒造メーカーシーグラムの跡取り息子。家業に
興味がなく音楽・演劇のプロデューサーをしてい
た。このため社長に就任後は，MCAやポリグラ
ム，ユニバーサル・スタジオなどを買収する。ユ
ニバーサルをビベンディに売り渡した後には，タ
イム・ワーナーの音楽部門であるワーナー・
ミュージック・グループを他の投資家とともに買
収し，会長に就任した。音楽を知る経営者 =
ミュージックマンといえる。

 ５）　ここでは両社が並記されているが，ユーチュー
ブは２００６年１０月に，１６億５千万ドル＝約２,０００億円
で，グーグルに買収されている。

 ６）　岸博幸著　『ネット帝国主義と日本の敗北』
（２０１０）幻冬舎刊。４１－４２頁。
 ７）　「マルチメディア帝国主義」とは桂敬一が，『メ
ディア王マードック上陸の衝撃』（１９９６）東京岩波
書店刊　で提唱した。

 ８）　エミール・ベルリーナが興したグラモフォン
（後の EMI）も，エルドリッジ・ジョンソンが興
したビクター（後の RCA）も，エジソンに繋がる
コロムビアも，蓄音器とレコードの両方を生産・
販売する会社としてスタートした。

 ９）　この問題は２１世紀に入って音楽の市場が下降し
てからは，その大きな反省点として産業内でも広
く認識されるようになった。cf三野明洋『よくわ
かる音楽業界』（２００７）日本実業出版社。

１０）　このような音楽ビジネスの経営のかたちの変化
はこれまでにも観察され，指摘もされているが，
津田大介と牧村憲一はこれを「３６０度契約」の経営
と名づけている。cf津田大介・牧村憲一　共著　
『未来型サバイバル音楽論』（２０１０）中央公論新社。

１１）　このようなレコード会社のスタッフを，キー
ス・ニーガスはピエール・ブルデューの提唱した
概念を用いて「文化の仲介者」と呼んでいる。仲
介者たちがこれまで発揮してきた機能の衰えを問
題とする視点も重要である。

１２）　岸博幸『ネット帝国主義と日本の敗北』（２０１０） 
幻冬舎刊。１９０－１９１頁。

１３）　 「レーベルゲート」は２０００年４月に，CDからの
音源のコピーなどによる音楽著作権の侵害に対処
すべく，ソニーを中心に日本のレコード産業各社
の出資により立ち上げられた。２００３年にはコピー
防止機能つきのレーベルゲート CDをスタートさ
せたが数年で中止。２００５年には音楽配信 Moraの
サービスを開始，同年 Yahoo-JAPAN,オリコンと
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も業務提携を開始したが，米国アップルの攻勢な
どもあり，現在にいたるまで音楽配信事業は順調
に推移しているとはいえない。

１４）　２００１年「レーベルモバイル」の名称で設立され，
２００２年からは着うた，２００４年からは着うたフルの
サービスを始めた。２００９年には現在の「レコチョ
ク」の社名（レコード会社の直営の意）となった。
日本の主要レコード会社が出資し，各社の所有す
る音源を販売している。２０１０年スマートフォン
（Andoroid）向けに音楽配信サービス，レコチョク
アプリを開始した。

１５）　津田大介『誰が音楽を殺すのか』（２００４）翔泳
社。２８２－２９４頁。
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